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課題と方法1． 
バブル経済の崩壊後，日本の多くの産業はリストラクチャリング（事業
再構築）に取り組んでいる。不況を契機とするだけに不況調整の側面を持
つことは避けられない。だが，事業の構造改革であるだけに，単なる循環
的な不況調整には止まりえない。とりわけ，今回のリストラでは，日本産
業そのものがいかに国際経済のなかに自らを位置づけるかが強く問われて
いるだけに，ラディカルな構造改革がその課題になっている。そのこと
1４ 
は，すでに国内でも成熟化した産業こそ切実であろう。とりわけ企業組織
が大規模で縦型のセクショナリズムが支配しがちな大企業では，内部コン
センサスを固めるためにも，リストラ計画の確固とした作成が不可欠に
なっている。
本稿では，上述のような成熟化の顕著な鉄鋼業，とくに大手メーカーに
ついて考察する。そのなかで，(1)どのような特徴を持ったリストラ計画が
作成されているか，(2)そのなかで雇用調整がいかに位置づけられている
か，(3)そして労使双方にとってどのような今後の課題が残されているかを
問題にする。
こうした考察に使用するデータは，私どもの共同研究で私が担当した調
査の結果（平和経済計画会議，９５）に新しく追加した統計やヒアリング結
果などを中心としている。
こうした本稿の考察によって，とくに，(1)今回のリストラ計画の作成に
やや遅れをとった大手メーカーの経営体制のあり方，それも含む“大企業
病，，の実態，(2)ホワイトカラーも含む大企業型雇用調整の新しい展開と雇
用構造の流動化(3)経営参加型交渉力にもとづく労働組合のリストラ対応
と今後の課題が解明されるだろう。
2．経営悪化とリストラ計画の作成
(1)生産の減退と利益状況の悪化
1990～９１年のバブル経済の崩壊にともない，鉄鋼製品の国内消費は急
速に減少に転じた。その鋭敏な変化を粗鋼ベースでみると，表１のとお
り，８９～90年の６％近くの増加によって始めて年計１億トンの大台に乗っ
た国内消費は，９０～91年の６％近くの減少によって１億トンを下回り，そ
の後も，９１～92年マイナス１１％，９２～93年マイナス９％近くの連続的減
少を示した。ほぼそれに対応して国内生産も９１年から減産に転じ，９０～
91年マイナス５％，９１～９２年マイナス７％近く，そして９２～９３年も２％
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表１円高不況後における粗鋼ベース生産・消費などの変動
（万トン，％）
国内消費
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(注）鉄鋼統計委員会（87～95）による。
近くの減産をつづけた。その結果，８６年の円高不況から脱出したあと５
年間もつづいた１億トンを上回る記録も途切れることになった。
このように鉄鋼生産は９１年から減少に転じていたにもかかわらず，鉄
鋼業のとくに大手５社が明確にリストラクチャリングに取り組み始めたの
は，９３年から９４年にかけてのことだった。このように大きく取り組みに
遅れたことには重要な理由がある。まず経済官庁などの景況判断のミスが
大きな背景になっているには違いないが，鉄鋼業界自体がまだ１億トンの
大台がつづくだろうという甘い予測を持っていたのである（日刊工業新
聞，９３年２月２５日)。８５～86年の円高不況のなかで，鉄鋼業の成熟化認
識が決定的に深まったり，そのもとで“脱鉄鋼化，と新規事業への進出が
本格化したはずだったが（溝田，９１)，かならずしもそうではなかったよ
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うである。
こうした状況のもとで大手企業中心にリストラ計画を作成させたのは経
常利益率の急落だった。表２のとおり，大手５社は対売上げ経常利益率が
88～89年度に９％台に達するほど高利益に酔っていたが，９０年度には６％
以下に低落し，さらに９１年度には３％台，９２年には１％前後となり，そ
して思いがけい円高の追撃を受けた９３年度にはついに赤字に転落したの
である。その結果，各社ともそれまで10％以上の配当率を保ってきたの
が，９３年度上期の中間配当は見送り，下期には新曰鉄などは減配に止
まったが，多くの他社は無配に陥ったのである。
以上は鉄鋼一貫メーカー大手５社の利益状況であるが，この間に注目す
べき成長を示していた普通鋼電炉メーカーは，自ら仕掛けた“価格破壊”
(曰暮，９４）の罠に自らも落ち込む形で，大手以上の利益変動を記録しな
ければならなかった。まず90～93年度の売上げをみると，大手６社は１５％
減少したのに対し，電炉11社は３１％も減少している。そして対売上げの
経常利益率は，大手６社は5.8％からマイナス1.6％への低落に止まった
のに対し，電炉１１社は14.1％からマイナス1.8％に転落したのである。
だからといって，中小手メーカー全体が大きく変動したわけではない。多
くの特殊鋼や圧延専門などの中小メーカーはむしろ安定しており，黒字を
保っているメーカーもみられた。大した設備投資もしなかったから，減産
調整しても固定費などの負担に押し潰されることもなかったのである。
表２大手５社の売上高経常利益率
(年度，％）
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(注）各社決算報告による。
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このように業種や企業規模などで利益状況の違いが生じたのは，主とし
てバブル期の設備投資の大きさの違いにもとづいている。とくに大手５社
は，自動車用薄板の表面処理（亜鉛メッキ）ラインなどに１基200億円を
上回る固定設備を１０基以上も新設したのである。その償却がバブル崩壊
後に大きな負担となると同時に，“大企業病”の現われといってよい管理
部門の膨脹が大きな負担となったのである。そしてその背景には，小回り
の利く電炉メーカーの進出に脅かされると同時に，円高などによってより
競争力を増強した韓国鋼材などの輸入の増大にも大きな圧力を受けざるを
えなかったのである。
(2)リストラ計画の目標と特徴
そのため，大手５社のリストラは，売上げは９３年度の水準のままと
し，もっぱら経費やコストを大幅に削減させることを主要な内容とせざる
を得なかった。そしてリストラの目標は，配当率を１２％程度に回復でき
る利益率に上昇させることだった。そうすると，大手５社合計で93年度
の実質赤字3,000億円に，さらに3,000億円近くの黒字を上乗せすること
になる（鉄鋼新聞，９４年７月１１日)。
このような目標の設定で配当率の回復が最大の要因になっていることに
は理由がある。一般的には今回の不況のなかで機関投資家の配当志向が高
まったからであるが，とくに鉄鋼大手としては多くの高齢者などの資産株
への配慮も含めた社会的責任や基幹産業としての威信にかけて，少なくて
も額面株価の８％，できれば12％くらいの配当率を実現させたいというこ
とである。
表３は９４年春までに改定された大手５社のリストラ計画の目標と方法
をまとめた結果である。そのうち，経費・コストの削減目標を合計する
と，５社計で8,000億円を上回ることになる。こうしたリストラ計画は，
のちの表５のとおり３～４年をかけて進められることになっているが，上
記の配当率12％ほどの利益水準は２～3年足らずで実現されるように計画
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されていることになる。ただし，そうなるのは，売上げが計画どおり横ば
いで推移した場合であり，製品価格の低下などで売上げが減少したら３～
4年でも実現しないことになる。
各社のリストラ計画の特徴からみていこう。
まず，(1)新日鉄は依然として「国内外の最強メーカー」としての地位を
再構築しようとしている。そのためには鉄鋼以外の多角化事業も強化しよ
表３大手５社のリストラ計画の目標と方法
合計3.000億．(2)管理
00［ 
界・＿Ｌ栓省略ＬＯＯＣ
合計Ｌ７５Ｃ
＋咀岾。
j0億．（３）:笠備君
。際競争十カ回’(1)合計1.500億，(2)要員会, 
謄営改革戦略会
EjlT統合 、統合７〕l＋H6iE
ＩＩＬ３ＩＨ目の孜７Ｆ
玉l際競争力回ｲ夏のためl玉I際比１１１１章 合計2.10Ｃ
云留りなど０許報・榴害''０
瞬晉５００億言い製２５矢｢ﾘTＯ
満集約．(5)品種別製造・販売・開発一体管理 雪１７｢菅３００ｈ胃〔．（ｂ)詔
』全体としての戦略侭 DＣ 師】
今計ＬＯＯＣ
５００億．（３）減ＭＩ
40（ 
(注）各社の経営計画資料による。
リストラクチャリングの目標と方法
(1)最強メーカーとしての国際競争力回復，(2)建
材・海外移転需要への対応，(3)小さい本社，分
権化，管理部門のスリム化，(4)製販統合による
品種別技術・製造・販売体制，(5)エンジニアリ
ング・'情報通信・新素材・LSIなど拡大化
(1)数量主義から収益主義へ，(2)早く確かな意思
決定のための機能集約・組織統合，(3)製鉄所の
集中生産化，(4)販売・開発・製造一体化，品種
別戦略化，(5)エンジニアリング拡大のほか，‘盾
報・エレクトロニクス・ケミカル開発再編成
(1)経営ソフトのリストラによる国際競争力回
復，(2)本社縮小，分権化，経 議，
(3)シームレスは新投資だが，製鉄所統合，(4)エ
ンジニアリング・新素材・エレクトロ・バイオ
など再評価，独自 技術・営業力強化，全体と
して拡大
(1)鉄鋼・重機械メーカーとしての利益回復，（２）
小さな本社，間接部門の効率向上，(3)環境保
護・公共事業拡大への対応・営業活動，(4)不採
算・新規事業の見直し，(5)海外生産化，ＵＳＸ
との合併，品種別最適生産体制，現地需要への
対応
｜僕｜新日鉄一ＮＫＫ’
住友金属
川崎製鉄
神戸製鋼
経費・コストの
削減目標（円）
(1)合計3, 00億，(2) .
間接コスト1,00 億，(3)生
産J性上昇 工程省略1,000
億，(4)外注合理化，原材料
費1,000億
(1)合計1,750億，(2)労務
費，管理費（請負いなど）
500億，(3)設備費（償却
補修， 
， 
システム費）７００
億，(4)製造費，物流・購入
賀550億
(1)合計1,5 0億，(2)要員合
理化，設備投資と棚卸資産
の圧縮，製鉄所の など
(1)合計2,100億，(2)変動費
(歩 の向上）９００
憶
料
， (3)労務費500 ，(4)原
資材費300億，(5 設備
投資，物流費300億
(1)合計1,000億，(2)歩留り
向上を含む原材料費，物流
費600 ，(3)減価償却費，
労務費など400億
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うとしており，エンジニアリングでは中国での宝山製鉄所の建設などの実
績があるが，さらに東南アジアにも展開しようとしている。(2)ＮＫＫは他
社に比べ資産の不足も訴えつつ，数量主義から収益主義への転換を強調し
ている。そして，エンジニアリング以外の多角化事業は集約しようとして
いる。(3)住友金属は得意のシームレス鋼管などの設備は拡張しつつ，エン
ジニアリングなどの多角化事業を鉄鋼と並ぶ柱に育成しようとしている。
(4)川崎製鉄では鉄鋼中心のリストラになっており，多角化事業は集約しよ
うとしている。(5)神戸製鋼はＮＫＫと同じように鉄鋼メーカーと同時に
重機械メーカーでもあるが，とくに資源リサイクルなどとともに，海外生
産を強化し，グローバルな品種別最適生産体制を確立しようとしている。
こうした違いもみられるが，各社とも収益の回復を重視しつつ国際競争
力を再構築しようとしている。そのために，(1)本社機構を縮小し分権化を
進めるなかで，経営首脳の戦略強化，(2)品種別開発・製造・販売体制への
統合，とくにマーケット・インの強化，（３）“脱鉄鋼化，’のための多角化事
業の再編成や積極化，それを含めた企業グループ全体としての戦略化，（４）
多少の強弱はあるが，アジアを中心としたグローバルな海外展開が計画さ
れている，とみてよい。
3．正社員の新しい雇用調整
(1)リストラ計画による正社員の削減
このようなリストラ計画によって，とくに新日鉄では１２部もあった本
社の管理部門を７部にスリム化し，新日鉄以外の各社も含めて製鉄所を集
約したり，正社員を削減しようとしている。そうした削減目標をまとめた
のが表４である。それによれば新日鉄の7,000人がもっとも多く，削減率
では川崎製鉄の３６％が最高になっている。川崎製鉄を始め，それ以外で
も２０％内外にも達する正社員の大幅の削減が計画化されているが，果し
ていかに可能なのだろうか。
2０ 
表４大手５社の在籍・出向と正社員の削減目標
(人，％）
i}iM1jlillliiJ1li｢iiWii葱 残り20,000 １７，７００ １７，９００ 8,700 １６，３２５ (31.4） (18.2） (31.2） (37.2） (26.7） (25.9） (20.2） (19.3） (36.0） (18.8） 50,458 27,162 31,382 27,504 26,475 15,839 4,948 9,787 10,228 7,060 27,000 22,200 22,200 13,600 20,125 7,000 4,500 4,300 4,900 3,800 
(注）「日本経済新聞』９４年６月１６日による。在籍と出向は，９４年３月末の数
値，「鉄鋼・本社」は鉄鋼部門の正社員のほか，本社などの共通部門の正社
員を含む削減母数を示す。
なによりも労働組合の合意は得られるのだろうか。その合意なしには，
すでにみたような設備などの固定費や原材料の歩留りの向上などの変動費
の削減も実現しないだろうし，本社の縮小を始め，製販統合や多角化事業
の再編成，要するに今回のリストラ計画が遂行されなくなるに違いない。
いうまでもなく，労働者側は合意のための条件を求めるだろうが，それら
をめぐる労使の合意が最大の決め手となるはずである。そういう意味で，
こうした雇用削減に関する問題が，単に量的な問題としてだけでなく，質
的に最重要の労使の課題になっている。
このような労使の合意について考察するに先立って，雇用削減の目標な
どについてもう少し立ち入ってみておこう。
表５によれば，新日鉄の削減目標は，管理職を含むホワイトカラーが
4,000人にも達し，削減率が40％にも達していることが注目される。それ
に対しブルーカラーの削減率は１５％に止まっている。というのは，ブ
ルーカラーはこれまでの要員合理化で大幅に削減してきている反面，ホワ
イトカラーは鉄鋼「最強メーカー」の象徴でもあるかのように，重機械
メーカーとしても海外展開の進んだ神戸製鋼などとともに増大してきてお
り，正社員中４０％を超えるほど肥大化していた。それを今回のリストラ
で他社並みの３０％台に縮小しようとしているのである。
新日鉄以外の各社はいずれもブルーカラーの削減を中心としている。な
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表５大手５社のリストラ計画による正社員の削減目標と方法
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(人）
企業 削減目標 残り
7,0001脚88新日鉄 2,300 
45001鮒88ＮＫＫ 1,100 
4300|脇88住友金属 800 
{ Ｗ1,000 Ｂ3,900 川崎製鉄 4,900 
Moo隅::88神戸製鋼 1,000 
（注）『鉄鋼新聞』９４年７月１２日による。人数はいずれも概数，定年退職者と
出向者などは推定数，そしてＷはホワイトカラー系，Ｂはブルーカラー系
を示す。
かでも削減率が飛び抜けて高い川崎製鉄の場合は，住友金属などとともに
ホワイトカラー比率が30％程度で低いので，ブルーカラーの削減に集中
しているうえに，前述のように古い製鉄所の設備集約が大規模に進められ
る計画を反映しているのだろう。いずれにせよ，新曰鉄以外のホワイトカ
ラー削減は1,000人を多少上回るに止まるとはいえ，これまで合理化の
"聖域”とみられてきたホワイトカラーが雇用そのものの調整の対象に
なっている点が，今回のリストラの大きな特徴である。それは，前述のよ
うな本社機構を中心とした管理・間接部門の縮小を中心とした，今回のリ
ストラ計画を端的に反映しているのである。
(2)大企業型雇用調整の新しい展開
さらに表５をみると，新日鉄の場合，削減目標７，０００人のうち，2,700
人がリストラの計画期間に６０歳の定年を迎え，退職していくことが予定
されている。しかも，これらの定年予定者のうち2,000人はすでに関連企
業などに出向しており，彼らが定年で退職すれば，そのあとに５０歳代の
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後輩2,000人が出向されていく計算になる。それを合計すれば4,700人が
新日鉄から削減されることになるので，この間の新規採用ゼロ，出向者数
は横ばいとすれば，残り2,300人が，自己都合退職のほか，新しく出向や
転籍などの対象になる，という計算になる。
とくに削減率が36％にも達している川崎製鉄の場合は，当時大きな問
題になったように他社より早く新鋭製鉄所を建設し，1960年以前に大量
採用した従業員が，この計画期間中に2,900人も定年を迎える。そのう
え，川崎製鉄では表２のように出向率が高く，2,900人の定年予定者のう
ち2,000人がすでに出向しており，彼らが定年で退職すれば新しく出向が
行われ，それだけで削減目標4,900人が達成できる計算になる。したがっ
て残りはゼロで，他社のように雇用削減を追加する必要はないことにな
る。このように，川崎製鉄でとくに削減率が高かったのは，かつて新鋭
で，いまは古くなった製鉄所の合理化を計画しているためではあるが，同
時に定年退職による自然減耗がたまたま大量に発生する特殊な事情のため
でもある。
いずれにせよ，鉄鋼大手の雇用合理化も，大企業においてとくに顕著な
長期雇用後の定年退職を自然減耗として織り込むと同時に，子会社などの
関連企業への大量出向という大企業型の雇用調整を主要な手段としている
(小林，７９)。
これらのうち，出向では若手の管理職もその対象に加え，重要なキャリ
アパスとして評価する制度を確立している企業もある。しかし，大部分は
50歳代の雇用調整としての出向であり，とくに管理職の場合は今回のリ
ストラで，これまでの５５歳から５０歳に早期化した企業が多くなってい
る。とくに今回のリストラで注目しなければならないのは，部分的に在籍
のままの出向から移籍出向に転換したケースがみられることである。それ
まで正社員の希望退職の発生を回避してきた鉄鋼大手でも，部分的だが，
希望退職の募集に踏み切らざるを得なくなっているわけである。在籍出向
の場合は，親会社の定年まで正社員の給与を保障しているが，移籍出向で
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は上乗せの退職金が支払われるだけで，給与がダウンした差額の保障はな
くなることになる。
このように，これまでとくに強かった鉄鋼大手の雇用保障は，正社員と
しての身分条件の保障から再就職先の雇用機会の保障に変化し始めたこと
に注目しなければならない。
こうした出向の増加・変化のほか，新規採用の大幅な抑制によって，の
ちの表６などのように正社員の削減が進められている。そのほか，雇用保
険による雇用調整給付金と対象となる一時休業も，とくに大手を中心とし
て管理職も含む正社員を対象として行われていたが，それは月１～２日程
度の休業に止まっている。それよりも経理上大きな効果を持つのは役員報
酬や管理職賞与の削減であり，一般従業員の賃金上昇の抑制である。大手
5社の生産労働者（35歳・勤続17年）のポイント賃金上昇率は，９０年度
4％のあと，９１，９２年度は３％台を確保したが，９３年度には1.3％に低下
し，可処分所得の上昇さえあやしくなっている。そのなかには，会議時間
などの合理化も含めた残業時間の短縮効果も含まれているのだろう。この
ように雇用調整とともに所得調整も強行されているのである。
4．雇用構造の流動化とホワイトカラー
(1)鉄鋼業全体の新しい雇用変動
上記のようなリストラ計画の決定プロセスで労使の協議・交渉が行われ
たのはいうまでもない。そのなかで労働組合側が提出した条件などについ
てはのちに考察するとして，その前にそうした協議・交渉時の雇用状勢に
ついてみておこう。
表６は本社などを除く製鉄所の生産労働者について，７０年代以降不況
期の雇用変動を示している。それによれば，つぎのようなバブル崩壊期の
特徴が明らかになっている。第１次石油ショック以後，円高不況までは，
大手５社の雇用削減はまさに社外工を中心として行われていた。大手メー
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表６大手・中小手別本工・社外工の変動（不況期）
(人，％）
急不況期 175,675 167,975 (△4.4） 177,898 135,720 (△23.7） 80,031 ７０，７１２ (△11.6） 第１次石油ショック 148,674 133,129 (△10.5） 156,349 150,222 (△3.9） ７１，２８８ 63,209 (△11.3） 第２次石油ショック 140,983 129,561 (△8.1） 137,272 １１３，０１９ (△17.7） ６１，６６４ 58,023 (△5.9） 円高不況 90,210 85,715 (△5.0） 117,732 118,284 （0.5） ５４，２０８ 51,989 (△4.1） バブル崩壊
(注）鉄鋼統計委員会（73～94）による。社外工は，作業と工事の請負労働者で
あり，本工とともに安全管理のための工数調査から算出した人数を示す。
カーの場合は工数レベルで本工と社外工はほぼ同数に近いほど社外工への
依存が大きくなっているわけだから，社外工中心の雇用削減は本工の雇用
保障に大きな効果を持っていた。ただし円高不況になると本工も８％減少
したが，社外工は18％も減少していた。だが，バブル崩壊期は，本工は５
％減に対し，社外工は逆にわずかながら増加している。バブル期間中にす
でに社外工は本工を上回り，社外工への依存を一段と深めていたが，それ
がバブル崩壊後より深化しているとみてよい。そのなかで，もともと本工
の職務だった仕事がますます社外工の職務に移管されたり，本工が出向や
転籍で社外企業に移動しているに違いない。
それに対し中小手メーカーの場合も，社外工の減少率がより大きい場合
が多いが，社外工依存率は３０％前後に止まるので，大手製鉄所とは異な
り，本工自体を雇用調整の対象に多数に繰り入れなければならないのであ
る。それにしても，円高不況も今回も，本工の減少率は大手の方が大幅に
なっている。大手メーカーの本格的なリストラ計画が実施されたのは円高
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不況以後であり，大手メーカーの雇用状況が構造的に変革されつつあるこ
とを示している。
しかも，今回のリストラでは生産労働者の雇用調整に止まらず，すでに
みた新日鉄を始め，ホワイトカラーの“聖域”も，ついに雇用調整の対象
になったのである。図１は，ある大手メーカーの研究開発部門におけるリ
エンジニアリングのプランを示している。これは人事管理担当者が人件費
の一律20～30％カットにもとづいて作成したものだが，それによると，
研究職も削減されることになった。そのために，(1)多能化とそれにもとづ
く機動的配置，(2)研究補助的なコンピュータ処理の外注化，(3)データ解析
などの子会社などへの外注化などが行われることになっている。さらに，
ブルーカラー待遇の技能職も，(1)管理の統合による効率向上，(2)多能化と
図１研究開発部門のリエンジニアリング
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①：試験効果の向上（一元管理）
②：要員効率の向上（多能化・機動化）
③：試験・実験のスピードアップ（支援システムの強化）
④：作業の外注化（定型試験，実験準備）
⑤：高度業務の外注化（コンピュータ処理など）
⑥：子会社などの活用（試験・実験・解析）
研究職（企画・解析）②
研究補
2６ 
機動的配置，(3)試験や実験のスピードアップ，(4)定型試験や実験準備など
の外注化によって削減されることになる（小林，９４，９５)。
この原案が労働組合などによってそのまま受け入れられれば，内部労働
市場の長期雇用は絶対的にも相対的にも縮小し，外部労働市場における専
門職や社外工への依存を拡大することになるだろう。ということは，鉄鋼
大企業の雇用構造をそれだけ流動化させ，これまでのような企業グループ
全体として保障されてきた終身雇用を縮小させることを意味するはずで
ある。
(2)ホワイトカラーの雇用・給与調整
このような研究職の削減も含め，とくに中高年を中心としたホワイトカ
ラーの雇用調整が行われつつあるのが，今回のリストラの大きな特徴であ
る。なにしろ官営時代からの伝統を留める古典的な大産業だけに，ブルー
カラーとの身分差も大きく，だからこそ“聖域，’だったのであり，要員の
適正化や合理化が遅れたまま，バブル期の多数採用が今日の深刻な事態を
招いている，といってよい。
そうはいっても，ホワイトカラーの適正人員が把握しにくいことも否定
できない。それに対しブルーカラーの場合は，設備の稼働条件や仕事量や
要員の能力などが設定できれば，その適正人員も積み上げやすい（小林，
95)。だが，ホワイトカラーの場合はそうはいかない。人数が多くいれば
いるだけ，仕事も創出され，余計な仕事も含めてそれなりに木目の細かな
仕事が行われることになる。だが，今曰のリストラでは，前述のような利
益回復のための一般管理・販売費比率が割りだされ，ホワイトカラーの人
件費総額を１人当り人件費で割り，適正人員が算出されたのだろう。
だが，事務部門でのヒアリングによると，こうして割りだされた適正人
員によってどれだけの仕事ができるかはやってみなければわからない，と
いうことである。やってみて，必要ならば省力化投資や職務の見直しなど
を事後的に検討するような手法を採らざるを得ない，というのである。
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それにしても今回のリストラでは，前述のような本社機構の縮小を始め
として，設備の集約化などによって部課などの管理組織の縮減が進められ
ている。それに応じてとくに中高年のホワイトカラーのポストが削減され
ている。すでに従来から大手各社では，６０歳までの定年延長にもかかわ
らず，５５歳で従来どおり親会社の役職を離れ，おもに関連会社などに出
向していた。それが今日のリストラでは５０歳から多数の管理職が関連会
社に‘`天下り”するように，いわば“役職定年・出向”の年齢がより若く
なっている。
こうした中間管理職の割には，経営者である役員の削減は意外に少数に
止まっているようである。それはのちにも問題にするように，縦割の担当
役員制が維持されているからかも知れない。だが，前述のように製品種類
別などに経営の分権化が進められれば，担当役員制も必要がなくなるので
はないか。そうなれば，従来のように担当役員を中心とする木目の細かな
介入が行われないことになる。そうすると，情報収集・分析・データ作
成・会議準備などの職務は本社から製品別セクターに移行することにな
り，とくに本社のスタッフの数は削減されるだろう。そこで本社に残され
た役員の機能として，本来の経営トップの構想力・指導力・調整力などが
問われ，分権化した品種・部門などの経営力・管理力が問題になるのだ
ろう。
さらに前述のような品種別などの組織再編成は，マーケット・インよろ
しく営業主導で進められるので，大手各社とも営業職の削減はほとんど考
えられていない。ホワイトカラーのなかの新しい“聖域，，になるのかも知
れない。だが，生産部門でのヒアリングによれば，より早く正確にユー
ザーのオーダーを直接入手したい，ということである。そのためにオー
ダーリング・システムなどの情報システムの改革が必要であろう。また，
系列商社などへの押し付け出荷なども改革されねばならない。
それに関連して「商社委託システムを自社処理などに切り替え｣，「商習
'慣の刷新によるコスト刷新」についても提言されている（長井，９４)。そ
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れによって3.5％などと固定している口銭も弾力化されるべきだろう。ま
た，総合商社のプロジェクト開発力などへの依存も，自社開発力に転換し
なくてはならないだろう。そうでもなければ営業職の雇用を保障する意味
がない。
要は先の研究職などとともに，分権化などによるホワイトカラーの能力
向上・多能化と効率化が要請されているわけだが，共通の課題となってい
るのが会議時間の短縮である。ヒアリングによると，会議の目的は，(1)周
知徹底，(2)志気向上，(3)審議・討議などに分類され，現実には(1)と(3)など
の折衷型がとくに多いようである。また，こうした会議のための資料作り
も大きな負担になっているということである。それに対しある電炉メー
カーでは，もともと少数の役員や管理職などがＰＣを駆使し，会議時間を
半減させたケースも報告されている。
こうした労働時間の短縮では，とくに残業規制がきびしくなっている。
とくに所定時間外の会議の中止，必要性の低い教育訓練のための残業中
止，翌日に廻せる職務の繰り越し，残業を発生させないような年休の取得
などが著しくなっている。その結果，ブルーカラーも含めて月平均１人当
り２０時間以上にも達していた超過時間が５～６時間以下に短縮されてい
る。なにしろ１時間の残業カットでも，全社合計では何億円に達する企業
が多いから，相当大きな人件費削減になる，とみてよい。
こうした人件費削減の課題では，すでにみた出向の場合の出向先給与と
の差額負担の問題がある。前述のように出向移籍ともなれば差額負担はな
くなるが，６０歳まで勤続した場合の給与総額と移籍先との差額が退職金
に上乗せされる事例もみられる。それでも社宅などの福利厚生費の負担は
削減される。さらに転職奨励政策として，４０歳代以降の１年間の転職休
業が制度化されている企業があり，それなりの効果を発揮している。この
制度は転職のために１年間の有給休暇を与え，中高年従業員の転職準備と
転職を促進している。
このような人件費総額の削減では，前述のような管理職の削減がより大
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きな効果を発揮しているだろう。それに関連して，つぎのような職能資格
制度の改革にも注目しておく必要がある。それはいくつかの企業の似たよ
うな事例だが，それまでとくにホワイトカラーは役職昇進しなければその
処遇は大きく上昇しなかった。ところが大卒の採用が増え，ポスト不足に
陥ると，職能資格別に上昇する制度に改革された。同期昇進を維持するた
めである。だが，とくに円高不況後，部長格や課長格などという職能資格
別処遇による人件費総額の増大に耐え難くなり，今回のリストラでは再び
ラインの役職昇進優位に改革されつつある。しかも役職昇進の基準も，こ
れまでのバランスのとれた調整能力重視から，問題発見・解決能力重視に
転換されつつある。この転換によって年功型の昇進や給与決定もまた変革
されつつあることは想像しやすいところだろう。
5．労使の対応と今後の課題
(1)労働組合のリストラへの対応
これまでみてきた経営者主導のリストラ計画に対して労働組合側はいか
に対応してきているか。
鉄鋼業の労働組合組織は，とくに大手メーカーの場合，本社や製鉄所な
どの事業所組合を単位としている。そして，それらの単位組合が企業別に
連合組織を結成しているが，リストラへの対応はこの連合組織が中心と
なって進めてきている。それらの上部団体が鉄鋼労連であるが，この産別
組織はとくに石油ショック以後，労使協力の方針を確立し，各企業連や単
位組合が経営参加を深めることによって強くなる労働組合の交渉力，いわ
ば参加交渉力を発揮している，とみてよい。
ある大手企業連の対応では，基本的にリストラ計画を承認し，とくに
｢複合経営の推進｣，つまり脱鉄鋼化を含む経営の多角化によって組合員の
雇用保障をできるだけ確保しつつ，「組合員を始め社員が誇りと活力の発
揮できる企業へと再構築を図っていくこと」を経営協議会や団体交渉を通
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して申し入れている。
より具体的な申し入れ事項についてまとめてみておこう。(1)品種・事業
別グループ戦略による収益拡大，(2)円高是正などのための企業の対応，（３）
組織・業務改革のなかでの「個々人が生き甲斐・働き甲斐が感じられる人
事・処遇制度の確立｣，(4)出向先で出向者の技能・経験が生かされるよう
な対応，(5)関連会社への「転出」条件の明確化移籍者の意向の尊重，５５
歳以上の高齢者に対する一定期間の試行，移籍後の年次有給休暇に対して
これまでの勤続年数を加味する。
要するに，リストラを基本的に受け入れ，そのうえで「経営施策全般に
ついて引き続きチェックを行いつつ｣，企業グループとしての雇用確保の
もとで「従業員の選択肢」を拡大させようとしている。出向や移籍による
組合員の減少に対しては，とくにホワイトカラーを中心として組合員の範
囲の拡大などについて早急に検討する，ということである。
(2)労使の今後の課題
労働組合側が主張するように経営改革などを「チェック」するとなる
と，さまざまな問題が浮かび上がってくる。なかでも重要なのは，大手各
社が進めている「小さな本社」と分権化などを含む経営体制の改革であろ
う。この点については，すでにつぎのように批判されている（平沼，
94)。これまでの経営トップは単なる「調整役」に過ぎず，縦割りのセク
ト主義のもとで「経営戦略を指揮するリーダーがいない｣，だから環境変
化への対応が遅く，「赤字に追い込まれないと抜本的な構造対応が進まな
い｣，ということである。こうした事態を企業別労働組合がいかに変革
し，相も変わらぬ高度成長型の横並び企業行動のステロタイプをいかに改
革できるか，それだけのチェック機能や提案能力が発揮できるかどうか問
われるだろう。
とくに大手組合について，まず内部的に「働き甲斐が感じられる人事。
処遇制度の確立」を主張するならば，例えば係長昇進にみられるホワイト
鉄鋼業のリストラクチャリングと雇用調整 3１ 
カラー３０歳過ぎ，ブルーカラー５０歳前後という昇進格差などをいかに変
革するかが問われる。さらに外部的には，大手からの出向や転籍によっ
て，それらを受け入れる関連会社では，バンピング型の玉突きのような雇
用調整が発生している実態をいかにみるか（北大，９５)。このように企業
グループ規模に拡大している内部労働市場に対する労働組合の組織対応が
問われる。この点については，産業別組織である鉄鋼労連なども見過して
いることはできないはずである。
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